
（新）一般職（地域限定正社員)の会社案概要

日本郵政グループ各社は、「(新)一般職」(＝地域限定正社員)制度の導入を各組合に提示しています。その内容につい

て、新聞等でも報道され、非正規センター（ゆい）へ制度に関する質問も寄せられてきています。

まだ、正式決定されていませんが、会社提示の概要を掲載します。
※下記の概要は「日本郵便」の例です(基本的には全社共通)。

●(新)一般職導入に伴う措置

△ 月給制契約社員

・ 今後月給制契約社員への新規登用は行わない。

・ 既存の月給制契約社員については、一層の指示・育成を行いつつ、現行の正社員登用に準じた選考を経たうえで順次、（新）一般

職への登用を行う。

・ (新)一般職に希望しない者については、引き続き月給制契約社員として雇用。

△月給制契約社員の新規登用を行わないことに伴い、時給制契約社員からも（新）一般職に登用していく。

●時給制契約社員から(新)一般職への登用要件

・基礎評価が「すべて出来ている」及びスキル評価が連続２回以上「スキルレベルＡ習熟度あり」

・１週あたりの正規の勤務時間が各社別に定める一定時間数以上であること

・過去６カ月間に懲戒処分を受けていないこと

＜選考方法＞

・筆記試験、書類選考、ビジョンレポートの提出、面接試験を実施（月給制契約社員・短時間社員は筆記試験を免除）

●(新)一般職の転勤の範囲(転居を伴う転勤はない) ⇒ 転居を伴う転勤のない範囲

→（新）一般職の転勤エリア（あくまでも例 現在検討中）

・ 郵便コース → 旧普通郵便局の各連絡会のエリア等

・ 窓口コース → 同一の地区連絡会内

・ ゆうちょ銀行・かんぽ生命

→ 同一県内や隣接する県における直営店・支店及び各センター等

●制度導入時期

※２０１４年４月１日から導入（期間雇用社員からの登用）

※新卒採用は、２０１５年度から採用実施



１ 給与制度

●基本給

→ 役職登用がないことから、役割等級は担当者としての１級制

→ 基本給は、地域基幹職と同様に役割基本給と役割成果給で構成

→ 役割基本給の基礎昇給は、原則４号俸昇給とし、55歳以上は基礎昇給停止

→ 役割成果給は人事評価結果により査定昇給を実施。ただし、加減算の幅は地域基幹職よりも小さく設定

●諸手当

→ 調整手当については、転居を伴う転勤がないことから、当該勤務地域の給与水準に見合った適正な水準とするため、独自の支給率

を設定。具体的には、支給地域は現行調整手当と同区分としつつ、支給率を1.5倍（0～12％⇒0～18％）に拡大

→ 調整手当を除く各種手当（生活関連手当、時間外手当、特殊勤務手当（営業手当・業績手当を含む）等）は、地域基幹職と同制度

を適用

→ 賞与は地域基幹職と同じ支給率とし、人事評価による加減算を実施。ただし、加減算の幅は地域基幹職よりも小さく設定

→ 退職手当は、地域基幹職と同様にポイント制退職手当制度を適用
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